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[一] 民法典第１編第９章の内容
民法典第１編第９章は, ２つの節から構成される｡ 第１節においては, ｢子
の身上に関する親権｣ が規定され, 第２節においては, ｢子の財産に関する親
権｣ が規定される｡ 第１節は４つの款から構成されるが, 2002年３月４日の法
律は第１款 ｢親権の行使｣ をさらに, §１ ｢一般原則｣, §２ ｢離別した両親
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Ⅱ 民法典第１編第５章 ｢婚姻｣ (61巻３号, ４号, 62巻２号, ３号)
Ⅲ 民法典第１編第13章 ｢民事連帯協約及び内縁｣ (62巻４号)
Ⅳ 民法典第１編第６章 ｢離婚｣ (63巻２号, ３号, ４号, 64巻１号)
Ⅴ 民法典第１編第７章 ｢親子関係｣ (64巻２号, ３号, ４号)
Ⅵ 民法典第１編第８章 ｢養親子関係｣ (65巻２号, ３号)







る３つの制度, すなわち ｢育成扶助｣ (第２款), ｢親権の委譲｣ (第３款), ｢親
権の全面的又は部分的取上げ｣ (第４款) が規定される｡
なお, 民法典第１編第６章 ｢離婚｣ の第３節 ｢離婚の諸結果｣ に置かれてい
た父母の離婚後の子の親権に関する規定 (287条～295条) は, 2002年法によっ
て削除され, 本章に統合された｡
[二] 親権の意義・性質
親権とは, 未成年 (成年年齢は18歳である―388条・414条参照) の子の育成
を確実にするためにその父母に授けられる権利・義務の総体である｡
この定義が示すように, 親権には第１に, それが権利と義務の総体, すなわ
ち一種の ｢職務｣ (fonction) であるという性質がある (⇒371条の１)｡ 父母に
認められる種々の権利は, 同時に彼らに課せられる義務でもある｡
第２に, 親権は ｢父母に固有の｣ 職務である｡ 親権は父母のみに帰属し, 父
母は親権の取上げ (⇒378条以下) の場合にしかそれを失わない｡ 父母が子の
育成・保護を保障する第一義的使命を与えられているのである｡
第３に, 親権は ｢子の利益｣ のための職務であり, 父母の権利義務はそのた
めに行使されなければならない｡ 親権の最重要な性質である｡
さらに, 第４の性質として, 親権が ｢公序｣ (ordre public) にかかわる職務
であることが指摘される｡ 父母は, 法律によって厳格に規定される場合を除い





ローマ法では, 強力な ｢家父権｣ (patria potestas) が家長 (家父) に与えら
れ, 家長 (家父) はこれによって家子を支配した｡ この権力は家子の年齢にか
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ば ｢保護のための権威｣ (de protection) が存在したにすぎないといわ
れる｡
ナポレオン法典は, その第９章に ｢父権｣ (puissance paternelle) に関する
規定を置き, ローマ法と慣習法の妥協的な内容をもつ父権 (親権) 制度を創設
した｡ その後, 19世紀末に顕著となる社会的・経済的変化に伴い増大する親権
濫用, 親権の不行使を前にして, 国家の介入が強まり, 1889年には父権の ｢失
権制度｣ (	

) が導入された｡ さらに, 1935年10月30日のデクレ・ロワ,
1958年12月23日のオルドナンスが ｢育成扶助｣ (assistance 	
) 制度を
創設するに至る｡
やがて, ｢親権に関する1970年６月４日の法律｣ によって, 親権法は大きな
変容を受けることになる｡ この法律は, 従来の ｢父権｣ を ｢親の権威｣ (
parentale) と名称変更し, 男女 (父母) 平等を実現するとともに, 子の利益保




ている｡ 近年の親権法改正に, ｢児童の権利条約｣ (1989年11月20日の第44回国
連総会で採択) が強い影響を及ぼしていることは否定できない｡
第１節 子の身上に関する親権 (De parentale relativement la
personne de l’enfant) [1970年６月４日の法律第459号]
本節では, まず, 親権の目的・内容・帰属 (⇒371条の１) のほか, 父母の
居所指定権 (⇒371条の３), 子のその直系尊属と身上の関係を維持する権利
(⇒371条の４) などが規定される｡
｢親権の行使｣ とタイトルづけられた第１款においては, ｢一般原則｣ (§１)
として, 親権の父母による共同行使の原則が宣言 (⇒372条―もっとも, 本条
２項の場合は例外) された後, 共同行使の場合における日常的行為についての
合意の推定 (⇒372条の２) のほか, 父母の一方が死亡し, または親権の行使
を奪われる場合に単独行使になること (⇒373条の１) などが規定されている｡










利・義務を有すること (⇒373条の２の１・２項, 同条４項) が規定されてい
る｡ さらに, ｢家族事件裁判官の関与｣ (§３) において, 家族事件裁判官が,
親権の行使の態様などについて両親が締結する約定を認可すること (⇒373条
の２の７), 両親の一方または検察官の申立てによって親権の行使の態様など
について裁判すること (⇒373条の２の８) などが規定される｡ 最後に, ｢第三
者の関与｣ (§４) では, 子が第三者に委ねられる場合についての規定が置か
れている｡
本節では, 第２款～第４款において, ｢育成扶助｣ (２款), ｢親権の委譲｣
(３款), ｢親権の全面的又は部分的取上げ｣ (４款) が規定されている｡ これら
は, 国家によって親権がコントロールされる制度である｡
親権は未成年の子についてのみ行使されるのであり, 成年年齢 (満18歳―
388条・414条参照) に達すれば子は親権を脱する (⇒731条の１)｡ しかし, 本
条は, 子が何歳になっても, 父母を尊敬する義務を負うことを規定する｡ 本条
は1804年のナポレオン法典以来, 改正・削除されることなくそのまま現在に至っ
ている数少ない条文の１つである｡ 法的効果をもたらさない, 単なる道徳的規
定にすぎないといわれる [しかし, 本条を根拠に, 相続放棄した子にその親の
葬儀費用 (相続財産が不十分で対応できなかった) を負担させる破毀院判決が













第371条 子は, すべての年齢において, その父母に対して敬意と尊敬の
義務を負う｡
Art. 371 L’enfant, tout , doit honneur et respect ses et 	.
第371条の１ (2002年３月４日の法律第305号) ① 親権は, 子の利益を
目的とする権利及び義務の総体である｡
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[一] 本条は, 親権の目的・内容・帰属などを規定する｡ 本条１項は, 親権
が ｢子の利益｣ を目的とすること, およびそれが権利と義務とを包含する, い









なお, 本条３項は, 2002年法によって追加された規定である｡ ｢児童の権利
条約｣ 12条の影響を強く受けている｡
[二] 本条２項は, 子の身上に関する親権の内容として, 子の ｢保護｣ と
｢教育｣ を挙げる｡ 2002年改正法までは, ｢監督｣ の権利・義務が親権の内容の
一つとして規定され, 子が第三者といかなる関係をもつかを決定し, その交際・






② 親権は, 子の人格に対して払われる敬意のなかで, 子をその安全, そ
の健康及びその精神において保護するために, その教育を保障しかつその
発達を可能にするために, 子の成年又は未成年解放まで父母に属する｡
③ 両親は, 子の年齢及び成熟度に応じて, 子に関する決定に子を参加さ
せる｡
Art. 3711 (L. n2002305 du 4 mars 2002) 	parentale est un
ensemble de droits et de devoirs ayant pour 

de l’enfant.
Elle appartient aux et la 	ou 
	
de
l’enfant pour le	dans sa, sa
et sa	, pour assurer
son 	
et permettre son 	
dans le respect sa
personne.
Les parents associent l’enfant aux	
qui le concernent, selon son
et son de .
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る文言を消滅させたが, 改正後もこのような権利・義務が子の ｢保護｣ のため
に親権の内容とされていることは否定できない｡ 子の肖像権やプライバシーが
尊重されているかどうかを監督する権利・義務も, 親権者に帰属する (Civ.
1re, 27 mars 1990, Bull. civ. I, n72 ; Civ. 1re, 18 mai 1972, JCP 1972. II. 17209)｡
子の健康の保護のために, 治療を決定・選択し, 手術に同意する権利・義務も
親権の一内容である｡ しかし, このような権利も絶対的なものではない｡ 未成
年者が, その年齢に応じて自律性を有することがある (たとえば, ｢妊娠中絶
と避妊に関する2001年７月４日の法律｣ は, 未成年の女性が親権者に知らせず
にまたは同意を得なくとも妊娠中絶を要求しうることを認める―公衆衛生法典
L. 2212条の７) ほか, 医師は, 親権者が治療に反対してもそれが未成年者の
健康に重大な結果を惹き起こす危険があるときには親権者の決定に反しても治
療を行う権利と義務がある (公衆衛生法典 L. 1111条の４)｡
子の教育も親権の重要な内容の一つであり, 父母は子の学校の形態 (たとえ
ば公立学校か私立学校か) を選択し, 公民 (市民) 教育の内容を決定し, 宗教
を選択する権利を有する｡ また, 父母は, その子に学校教育を保証し, 16歳ま
での就学義務を遵守しなければならない｡
[三] 本条の規定する義務を懈怠する父母は, 親権を奪われることがあるほ
















第371条の２ (2002年３月４日の法律第305号) ① 両親の各々は, 自ら
の資力, 他の親の資力, さらには子の必要に応じて, 子の養育及び教育に
つき分担する｡
② この義務は, 子が成年となった時に当然には消滅しない｡
Art. 3712 (L. n2002305 du 4 mars 2002) Chacun des parents
contribue l’entretien et des enfants proportion de ses
ressources, de celles de l’autre parent, ainsi que des besoins de l’enfant.
Cette obligation ne cesse pas de plein droit lorsque l’enfant est majeur.
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る｡ とりわけ, 子が成年に達しても学業を継続している場合はそうである (子
の病気・失業の場合にも認められうる)｡ このことはすでに判例によって認め
られていたが, 2002年改正法が本項に明文で規定した｡
[一] 父母は, 子の居所 (	) を指定する権利 (居所指定権) を有
する｡ したがって, 本条が規定するように, 子は父母の許可なしに家族の家
(maison familliale) を去ることができない｡ 子の居所指定は, 子の保護, 子の
教育 (⇒371条の１) と並んで親権の内容の一つである｡ 子の居所についての
父母の決定は, 第三者にも課せられる｡ 子を引き渡すことを不当に拒否する第
















Art. 3713 L’enfant ne peut, sans permission des
et, quitter la
maison familiale et il ne peut en que dans les cas de 	que
la loi.
法と政治 65巻 4号 (2015年 2月) 317(1353)
父母の一方によって行使される場合は, 居所を決定するのは親権を行使する父
母の一方である｡
[一] 本条１項は, 子がその直系尊属 (ascendants) と身上の関係 (relations
personelles) を維持する権利を有することを規定する｡ 1970年６月４日の法律
の前から, 判例は祖父母が父母の意思に反しても子と会う権利を有することを
承認していたが, 1970年法は, ｢父母は, 重大な理由がある場合を除いて, 子
とその祖父母との身上の関係を妨げることができない｣ (旧第371条の４・１項)
と規定した｡ 1970年法では, 祖父母の子との関係を維持する権利が宣言された
と理解されたが, 2002年改正法による本条は, ｢祖父母の権利｣ ではなく, ｢子
の権利｣ として規定している｡ また, 1970年法が ｢祖父母｣ と規定していたの



















第371条の４ (2002年３月４日の法律第305号) ① 子は, その直系尊属
と身上の関係を維持する権利を有する｡ (2007年３月５日の法律第293号)
≪子の利益のみが, この権利の行使を妨げることができる｡≫
② 子の利益がそれを求める場合には, 家族事件裁判官は, 子と, 血族か
否かを問わない第三者との間の関係の態様を定める｡
Art. 3714 (L. n2002305 du 4 mars 2002) L’enfant a le droit
d’entretenir des relations personnelles avec ses ascendants. (L. n2007293
du 5 mars 2007) Seul 	
de l’enfant peut faire obstacle l’exercice de
ce droit.
Si tel est	
de l’enfant, le juge aux affaires familiales fixe les	
des relations entre l’enfant et un tiers, parent ou non.




負う｡ 裁判例には, おじ・おば, 代父 (parrain)・代母 (marraine) が子と一
定の関係をもつことが認められたケースのほか, 完全養子縁組の対象となった
子の実父の父母 (子の祖父母) に (｢例外的状況｣ を認めて) 訪問権が与えら
れたケース (Civ. 1re, 21 juillet 1987, Bull. civ. I, n235―Civ. 1re, 5 mai 1986, D.
1986. 496.も同様の事案である⇒356条の注釈 [二] 参照) などがある｡ 再構成
家族 (familles 	
	) の場合に本条２項が適用されることもあること
が指摘される (たとえば, 再婚して配偶者の連れ子と生活していたが, 離婚し
た後にその子との関係を維持するケース)｡
本条は, 子はその兄弟姉妹から離されてはならないという原則― ｢兄弟姉妹
不分離の原則｣ (principe de non 	
des fratries) ―を宣言する｡
第１款 親権の行使 (De l’exercice de 
parentale)








第371条の５ (1996年12月30日の法律第1238号) 子は, その兄弟姉妹か
ら分離されてはならない｡ それが可能でない, 又はその子の利益が他の解
決を命じる場合は, その限りでない｡ 必要がある場合には, 裁判官は, 兄
弟姉妹間の身上の関係について裁判する｡
Art. 3715 (L. n961238 du 30 . 1996) L’enfant ne doit pas 
	

de ses 	et 		sauf si cela n’est pas possible ou si son 

commande une autre solution. S’il y a lieu, le juge statue sur les relations
personnelles entre les 	et 		
第372条 (2002年３月４日の法律第305号) ① 父母は, 共同で親権を行
使する｡
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[一] 本条１項は, 親権の父母による共同行使の原則を宣言する｡ 親権は,
父母が婚姻しているか否かにかかわらず, 父母によって共同行使されるのが原
則である｡

























③ それにもかかわらず, 親権は, 大審裁判所の主任書記の面前での父及
び母の共同の申述の場合, 又は家族事件裁判官の決定に基づき, 共同で行
使される｡
Art. 372 (L. n2002305 du 4 mars 2002) Les et exercent en
commun 	
parentale.
Toutefois, lorsque la filiation est 
	
de l’un d’entre eux plus
d’un an
la naissance d’un enfant dont la filiation est
	

de l’autre, celui-ci reste seul investi de l’exercice de	
parentale. Il en






en commun en cas de


conjointe desetdevant le greffier en chef du tribunal de
grande instance ou sur du juge aux affaires familiales.
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表明されているとみられるのである｡



















する｡ まず, 1987年７月22日の法律が, 父母の ｢共同の申述｣ による親権の共
同行使を可能にした｡ 次いで, 1993年１月８日の法律では, 一定の場合には,
すなわち, ｢自然子の両親が, 子が１歳の年齢に達する前に双方とも子を認知
し, 同時の認知又は二番目の認知の時に共同で生活する｣ (旧372条２項) 場合
には, 親権が ｢当然に｣ 共同で行使されることになった｡ 2002年法による現行
規定は, 1993年法のように一定の場合にのみ共同行使という形ではなく, 逆に,
一定の場合にのみ例外的に単独行使であるが, 原則は共同行使という形に改正












められてきた｡ 1987年法では, この申述は ｢後見裁判官｣ の面前でなすとされ
ていたが (1987年法による374条２項), その後1993年法では ｢家族事件裁判官｣
に改められ (1993年法による374条２項), さらに1995年２月８日の法律により
｢大審裁判所の主任書記 (greffier en chef)｣ となった (1995年法による374条
２項)｡
[一] 親権が共同行使される場合には, すべての決定は父母の合意が前提と
なる｡ したがって, 父母のそれぞれは, 親権に関する行為を行うためには, 他
方の同意を求めなければならない｡ しかし, 本条によって, 父母の一方による
合意の証明の免除と第三者の保護が図られている｡ 本条は, どのような行為が






















Art. 3722 A des tiers de bonne foi, chacun des (L. n	9322 du
8 janv. 1993) 
parentsest agir avec l’accord de l’autre, quand il fait
seul un acte usuel de parentale relativement la personne de
l’enfant.
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とえばそれまで公立学校に通っていた子を宗教学校や特別の教育方針を掲げる
学校に登録することは, 日常的行為にはあたらないとする指摘がある








[二] 本条の規定する ｢日常的行為｣ ではないすべての行為については, 父




社が母の精神的損害の賠償を命じられた事例がある―Civ. 1re, 27 
2007,
Bull. civ. I, n78)｡








第373条 (2002年３月４日の法律第305号) その無能力, 不在又はその他
のすべての事由によってその意思を表明することができない父又は母は,
親権の行使を奪われる｡





qui est hors de manifester sa
, en raison de son 	, de son absence ou de toute autre cause.
第373条の１ (2002年３月４日の法律第305号) 父母の一方が死亡し, 又
法と政治 65巻 4号 (2015年 2月) 323(1359)
父母が共同で親権を行使するのが原則であるが (⇒372条１項), 本条は, 父
母の一方が死亡した場合, または父母の一方が親権の行使を奪われた場合には,
他方が単独で全面的に親権を行使することを規定する｡


















Art. 3731 (L. n2002305 du 4 mars 2002) Si l’un des et 

ou se trouve 	












判する｡ 裁判官は, 移動の費用を配分し, 結果に応じて子の養育及び教育
の分担額を調整する｡
Art. 3732 La
	des parents est sans incidence sur lesde

	de l’exercice de 	
parentale.
Chacun des et doit maintenir des relations personnelles avec
l’enfant et respecter les liens de celui-ci avec l’autre parent.
Tout changement de
	de l’un des parents,lors qu’il modifie les
	
d’exercice de	
parentale, doit faire l’objet d’une information

et en temps utile de l’autre parent. En cas de
, le parent le
324(1360) 法と政治 65巻 4号 (2015年 2月)
[一] 2002年３月４日の法律は, 本条以下 (373条の２～373条の２の５) に
｢離別した両親による親権の行使｣ と表題をつけ, 両親の離別後における親権
の行使について規定する｡ 2002年法によるこれらの規定に伴い, 第６章 ｢離婚｣
第３節 ｢離婚の諸結果｣ 第３款 ｢子についての離婚の諸結果｣ に置かれていた
諸規定は, 第286条を残してすべて削除された｡
[二] 本条１項は, 父母が離別しても, 親権の行使の帰属に影響がないこと
を規定する｡ したがって, 親権を共同で行使していた (婚姻しているか否かに
かかわらず, 原則として父母は共同して親権を行使する⇒372条１項) 共同生
活中の父母が離別 (離婚・別居) するに至っても, 親権の共同行使の形態に変
化が生じないのが原則である (例外⇒373条の２の１・１項)｡
[三] 離婚後の親権をめぐっては, 現行規定に至るまでに幾多の変遷がみら
れる｡ ナポレオン法典は, ｢子は離婚を得た配偶者に委ねられる｣ (302条) と
規定し (もっとも, 子の利益のため, 家族または検察官の請求に基づき, 裁判
所は他方配偶者または第三者に子の監護を委ねうるとも規定する), 離婚後の
子は無責配偶者の監護に従うとの原則を宣言した｡
1970年６月４日の法律は, ｢父母が離婚し, 又は別居している場合には, 親
権は, 裁判所が子の監護を委ねたそれらの一方によって行使される｣ (373条の
２) と規定した｡
その後, 1987年７月22日の法律が, 次のように, 離婚後における親権の父母
による共同行使の可能性を承認するに至る｡










plus diligent saisit le juge aux affaires familiales qui statue selon ce qu’exige
	de l’enfant. Le juge 
les frais de 
et ajuste en
le montant de la contribution l’entretien et de
l’enfant.
法と政治 65巻 4号 (2015年 2月) 325(1361)
を命じる場合には, 裁判官は, 両親の一方に親権の行使を委ねることができる｣
と規定する), 離婚後の親権の共同行使を原則化した｡
[四] 本条２項は, 両親が離別しても, 父母のそれぞれは子との身上の関係
(relations personelles) を維持するとともに, 他方の親と子との関係を尊重し
なければならないことを規定する｡ ｢児童の権利条約｣ ９条３項の規定に基づ
き導入された規定である｡





明らかである｡ 不一致の場合には, 家族事件裁判官が関与し (転居を禁止する
ことはできない), 子の居所の形態, 訪問・宿泊権の内容を変更することがで
きる｡ 子の利益のみがその判断の基準であり, その基準に従わなかった事実審




































間の根深い対立のため重要事項 (たとえば, 重病の子の治療) について合意に
至らない場合に, 一方による単独行使を命じる裁判例もみられる｡ 他方, 父母












Art. 37321 Si 	de l’enfant le commande, le juge peut confier
l’exercice de 
parentale l’un des deux parents.
L’exercice du droit de visite et ne peut 	l’autre
parent que pour des motifs graves.
(L. n2007293 du 5 mars 2007) Lorsque la et des
liens de l’enfant avec ce parent l’exigent, le juge aux affaires familiales peut
organiser le droit de visite dans un espace de rencontre cet effet.
Ce parent conserve le droit et le devoir de surveiller l’entretien et

de l’enfant. Il doit 	des choix importants relatifs la
vie de ce dernier. Il doit respecter l’obligation qui lui incombe en vertu de
l’article 3712.
法と政治 65巻 4号 (2015年 2月) 327(1363)
しかしその場合でも, 依然として親権は両親に帰属しており, 親権を行使しえ
ない父母の一方も, 訪問・宿泊の権利 (本条２項), 他方による養育・教育を
監督する権利・義務を有する (本条４項)｡
[二] 親権が父母の一方によって単独で行使される場合であっても, 他方は,
訪問・宿泊の権利 (droit de visite et 	
) の行使を奪われない (本
条２項)｡ もっとも, 重大な理由 (暴力, 子の受入れ態勢が劣悪なことなど)
によってそれが奪われることもある｡ 単独で親権を行使する父母の一方は, 他
方の訪問および宿泊の権利の行使を尊重しなければならない (⇒第373条の２・




従わしめることは許されない (Civ. 1re, 32008, Bull. civ. I, n276 ; JCP 2009,
II, 10032)｡
[三] 親権を行使しない父母の一方は, 他方による養育・教育を監督する
(surveiller) 権利・義務を保持する (本条４項)｡ それを有効ならしめるため


















328(1364) 法と政治 65巻 4号 (2015年 2月)
(１) 本条は, 2010年７月９日の法律第769号によって改正された｡
() 本条第３項は, 次のように改正されている｡ 《親権の行使を有しない親と子との関係
の継続性及び実効性がそれを要求するときには, 家族事件裁判官は, 子の利益に従って,
このために指定される面会の場所において訪問の権利を組織することができる｡》
() 次のように規定する新たな第４項が追加された (それにより, 従来の第４項は第５項
となった)｡《子の利益がそれを命じるとき, 又は他方の親への子の直接の引渡しが両親の
一方にとって危険を示すときには, 裁判官は, 必要な保障がなされるように引渡しの態様
を組織する｡ 裁判官は, 引渡しが裁判官の指定する面会の場所において, 又は信頼できる
第三者若しくは資格を有する法人の代理人の援助をもって行われることを定めることがで
きる｡》
() 本条第５項 (従来の第４項) は, 次のように改正される｡《親権の行使を有しない親》
は, 子の養育及び教育を監督する権利及び義務を保持する｡ その者は, 子の生活に関する
重大な選択を通知されなければならない｡ その者は, 第371条の２に従ってその者に課せ
本条は, 子が両親またはその一方と生活を共にしない場合における, 養育義
務 (obligation d’entretien) (⇒203条, 371条の２) の履行形態について規定す
る｡ この場合における養育義務の履行は扶養定期金 (pension alimentaire) の
形式をとるのが基本であるが (１項), (３項・４項に規定される) その他の形














③ この定期金は, その全部又は一部について, 子の利益に向けられた費
用の直接的負担の形式をとることができる｡
④ この定期金は, その全部又は一部について, 使用及び居住の権利の形
式のもとに供されうる｡
Art. 37322 En cas de 	
entre les parents, ou entre ceux-ci
et l’enfant, la contribution son entretien et son 	
prend la forme
d’une pension alimentaire , selon le cas, par l’un des parents l’autre,
ou la personne laquelle l’enfant a 	
.
Les 	et les garanties de cette pension alimentaire sont par
la convention 			l’article 37327 ou, , par le juge.
Cette pension peut en tout ou partie prendre la forme d’une prise en charge
directe de frais 	au profit de l’enfant.
Elle peut en tout ou partie servie sous forme d’un droit d’usage et
d’habitation.
法と政治 65巻 4号 (2015年 2月) 329(1365)
られた義務を尊重しなければならない｡
2002年改正法までは, 両親の離婚後における養育義務については民法典第６



























Art. 37323 Lorsque la consistance des biens du	s’y
	, la
pension alimentaire peut		
, en tout ou partie, sous les
et garanties 
	par la convention ou par le juge, par le
versement d’une somme d’argent entre les mains d’un organisme 	
	d’accorder en comtrepartie l’enfant une rente , l’abandon de
biens en usufruit ou l’affectation de biens productifs de revenus.
第373条の２の４ とりわけ扶養定期金の形式のもとでの補足の分与が,
必要がある場合には, 後日に請求されることがありうる｡
Art. 37324 L’attribution d’un 
, notamment sous forme
de pension alimentaire, peut, s’il y a lieu, 			.
330(1366) 法と政治 65巻 4号 (2015年 2月)
本条は, (学生である, 失業中であるなどのため) 自己の必要に自ら備える
ことができない成年の子の親の一方が, 他方の親に対して, 子の養育について
の分担 (金) を自分に支払うことを請求できることを規定する｡ 2002年改正法
は, 本条後段を追加し, この分担 (金) が親の一方に対してではなく, 子自身
に直接支払われる可能性を明文化した｡ 旧295条参照｡









についての分担 (金) を自己に支払うことを請求することができる｡ この
分担 (金) が, その全部又は一部について, 子の手に支払われることを,
裁判官が決定し, 又は両親が合意することができる｡
Art. 37325 Le parent qui assume titre principal la charge d’un
enfant majeur qui ne peut lui-subvenir ses besoins peut demander 
l’autre parent de lui verser une contribution son entretien et son 	

Le juge peut 
ou les parents convenir que cette contribution








Art. 37326 Le juge du tribunal de grande instance aux
affaires familiales les questions qui lui sont soumises dans le cadre du
法と政治 65巻 4号 (2015年 2月) 331(1367)
2002年３月４日の法律は, 本章第１節第１款に ｢家族事件裁判官の関与｣ と
表題をつけられたパラグラフを新設し, 本条以下の８つの条文を規定した｡ 本
条は, 家族事件裁判官が親権に関する問題全体について管轄を有することを規
定する｡ 家族事件裁判官は, 親権について裁判する際には, とくに ｢未成年子
の利益の保護｣ に配慮しなければならない｡

















	chapitre en veillant 	la sauvegarde des 	
des
enfants mineurs.
Le juge peut prendre les mesures permettant de garantir la 		et
du maintien des liens de l’enfant avec chacun de ses parents.
Il peut notamment ordonner l’inscription sur le passeport des parents de









Art. 37327 Les parents peuvent saisir le juge aux affaires familiales
afin de faire homologuer la convention par laquelle ils organisent les
d’exercice de 
parentale et fixent la contribution l’entretien et 
332(1368) 法と政治 65巻 4号 (2015年 2月)






する｡ 両親による約定の締結とその認可は, 従来, 協議離婚についてのみ認め
られていたが, 2002年改正法は父母の離別の場合全体に拡大した (父母が離別
せず, 共同生活をしている場合でも可能である―本条は§２ ｢離別した両親に

















Le juge homologue la convention sauf s’il constate qu’elle ne pas
suffisamment 
		de l’enfant ou que le consentement des parents n’a pas
	librement.




Art. 37328 Le juge peut		saisi par l’un des parents ou
le 

	public, qui peut 
	saisi par un tiers, parent ou non,
l’effet de statuer sur les
	d’exercice de	
	parentale et sur la
contribution l’entretien et 	
de l’enfant.
法と政治 65巻 4号 (2015年 2月) 333(1369)
となった) に子を委ねることができるが (⇒373条の３・２項参照), 彼は (第
三者として) 直接的に家族事件裁判官に申し立てることができない (Civ. 1re,























裁判する｡ この訪問の権利は, 子の利益がそれを命じるときには, 裁判官
によって指定される面会の場所において行使されうる｡≫






en alternance au domicile de chacun des parents ou
au domicile de l’un d’eux.
A la demande de l’un des parents ou en cas de 		entre eux sur le
mode de 	

de l’enfant, le juge peut ordonner titre provisoire une
	

en alternance dont il 	

la 	





de l’enfant en alternance au domi-
cile de chacun des parents ou au domicile de l’un d’eux.




au domicile de l’un des parents, le juge aux affaires familiales statue sur
les 	du droit de visite de l’autre parent. Ce droit de visite, lorsque
de l’enfant le commande, peut 


dans un espace de
rencontre 	par le juge.
334(1370) 法と政治 65巻 4号 (2015年 2月)
１項, 373条の２), 父母が別々に生活することになるため, 子の居所を決定す
る必要がある｡ 1993年１月８日の法律は, 離婚の場合につき, 親権の共同行使
を原則としたうえ, 次のように規定し, 子が (そのもとに) ｢通常の居所｣
(	habituelle) を有するところの親が指定されるとした｡ ｢裁判官は,
協議による合意がない場合又はこの合意が子の利益に反すると思われる場合に
は, 子が通常の居所を有するところの親を指定する｣ (旧287条１項)｡ 2002年








[二] 交替居所は, 実際には, １週間, ２週間, １月ごとに交替する形態で
実施されるのが通常である｡ それぞれの期間は平等とされることが多いが, 不
平等であっても違法ではない (Civ. 1re, 25 avril 2007, Bull. civ. I, n156)｡ 裁判
例では, 交替居所を選択するためには両親の住所が遠く離れていないことが要
求されることが多い (しかし, 30 kmの距離が交替居所の障害とはならないと
するものもある)｡ 多くの裁判例では, 交替居所は３歳未満の子には適合しな





められている｡ 残りの４分の３においては, 子の居所は両親の一方 (そのほと
んどは母) の住所に定められている｡
[三] 父母が合意のうえ交替居所の形態をとる場合はともかく, 合意がない








法と政治 65巻 4号 (2015年 2月) 335(1371)






る (⇒373条の２の７)｡ 合意がない場合には, 本条により, 裁判官は当事者を
勧解するよう努めることになる｡ 裁判官は, 両親に調停 (	) を提案





















Art. 373210 En cas de 
, le juge s’efforce de concilier les
parties.
A l’effet de faciliter la recherche par les parents d’un exercice consensuel de
parentale, le juge peut leur proposer une mesure de 	et,

avoir recueilli leur accord, 
	un familial pour y
.
Il peut leur enjoindre de rencontrer un familial qui les informera
sur l’objet et le 	de cette mesure.



























Art. 373211 Lorsqu’il se prononce sur les 	
d’exercice de
	parentale, le juge prend notamment en 
	:
1La pratique que les parents avaient 		suivie ou les accords
qu’ils avaient pu 	conclure ;
2Les sentiments	
par l’enfant mineur dans les conditions	

 l’article 3881 ;
3L’aptitude de chacun des parents assumer ses devoirs et respecter les




notamment de de l’enfant ;






法と政治 65巻 4号 (2015年 2月) 337(1373)
離別していない両親よる親権をめぐる争いを解決するための基準として旧372
条の１の１が規定していた要素であった｡ 本条ではより一般的な争いの場合の
評価要素となっている｡ ｢夫婦の間で締結された協定｣ も, 離婚の際における
親権の行使の態様についての裁判について, 裁判官が考慮する要素として旧
290条１号にすでに存在していた｡
２号の ｢未成年子によって表明された感情｣ も, すでに旧290条 (３号) に
存在していた｡ なお, 第388条の１は, ｢①事理弁識能力を有する未成年者は,
この者に関するすべての訴訟において, その関与又は同意を定める規定に違反













て批判する破毀院判決がある (Civ. 1re, 4 juill. 2006, Bull. civ. I, n339)｡
４号も, 2002年改正法によって新たに創設された要素である｡



































Art. 373212 Avant toutefixant les	
de l’exercice de

parentale et du droit de visite ou confiant les enfants un tiers, le
juge peut donner mission toute personne 
d’effectuer une 
sociale. Celle-ci a pour but de recueillir des renseignements sur la situation de
la famille et les conditions dans lesquelles vivent et sont les enfants.
Si l’un des parents conteste les conclusions de sociale, une
peut sa demande .
sociale ne peutdans le





Art. 373213 Les dispositions contenues dans la convention 	
ainsi que les relatives l’exercice de 
parentale
peuvent	ou	tout moment par le juge,la demande
des ou d’un parent ou du	public, qui peut lui-		saisi par un
tiers, parent ou non.
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きる｡ この場合には, 裁判官は, 子が仮に委ねられる者を指名することが
できる｡
④2002年３月４日の法律第305号により削除
Art. 3733 (L. n2002305 du 4 mars 2002) La 	
 des
parents(L. n87570 du 22 juill. 1987) ne fait pas obstacle la 	

l’article 3731, lors que celui des et qui demeure
en		d’exercer	
	parentale aurait 	
de l’exercice de certains
des attributs de cette 	
	par l’effet du jugement contre lui.
(L. n2002305 du 4 mars 2002) Le juge peut, titre exceptionnel et si





de confier l’enfant un tiers, choisi
dedans sa	. Il est saisi et statue	aux articles
340(1376) 法と政治 65巻 4号 (2015年 2月)
[一] 2002年３月４日の法律は, 本条以下 (373条の３～374条の２) に ｢第
三者の関与｣ と表題をつけられたパラグラフを新設し, 子が第三者に委ねられ
る場合について規定する｡





にとって危険である｡ そこで, 本条３項は, 両親の離別後に親権の行使の態様
について裁判する家族事件裁判官が, 両親の生存中においても, 親権を行使す
る両親の一方が死亡した場合に子が生存者に委ねられないよう決定することを
可能とした｡ 家族事件裁判官は, このような判断をするには, 例外的事情があ
ることを示さなければならない｡ その際, 家族事件裁判官は子が仮に委ねられ
る者を指名することができるが, これは義務的ではない｡
[四] 本条２項は, 一定の条件のもとに, 裁判官が子の血族を優先して選択
される父母以外の第三者 (たとえば祖父母, おじ・おば) に子を委ねることが







の行使を奪われているときには｣ (傍点筆者) と規定するが, ｢裁判官のこの権
能は両親の一方が死亡しまたは親権の行使を奪われている場合に限定されない｣







Dans des circonstances exceptionnelles, le (L. n9322 du 8 janv. 1993)
	juge aux affaires familialesqui statue sur les 
de l’exercice de
(L. n2002305 du 4 mars 2002) 	des
parentspeut , du vivant 

des parents, qu’en cas de de
celui d’entre eux qui exerce cette l’enfant n’est pas au
survivant. Il peut, dans ce cas, la personne laquelle l’enfant est
provisoirement .
Al. 4  !"par L. n2002305 du 4 mars 2002.
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本条は, 子が第三者に委ねられた場合における, 第三者および父母の権利・






















Art. 3734 (L. n87570 du 22 juill. 1987) Lorsque l’enfant a 	

un tiers, 	parentale continue par les et ;
toutefois, la personne
qui l’enfant a	accomplit tous les actes usuels
relatifs 
sa surveillance et 
son 	.
Le (L. n9322 du 8 janv. 1993) juge aux affaires familiales, en confiant
l’enfant 
titre provisoire 





Art. 3735 (L. n87570 du 22 juill. 1987) S’il ne reste plus ni ni
en d’exercer 	parentale, il y aura lieu 
l’ouverture d’une
tutelle ainsi qu’il est dit 
l’article 390 ci-dessous.
第374条 2002年３月４日の法律第305号により削除




であり, いわばその意に反して親子関係が成立したともいえる｡ 本条は, この
ような点を考慮した規定である｡ 嫡出親子関係と自然親子関係の区別を撤廃し,













Art. 3741 (L. n9322 du 8 janv. 1993 ; Ord. n2005759 du 4 juill.
2005) Le tribunal qui statue sur	

d’une filiation peut	de
confier provisoirement l’enfant un tiers qui sera  de 	




Art. 3742 Dans tous les cas 
au 
titre, la tutelle peut 
ouverte lors qu’il n’y aurait pas de biens administrer.
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